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働経済学サイドからのものを除いても、伊藤 [1996] 、岡崎・奥野（藤原）[1993] 、カル












                                                   












































                                                   
3 鶴 [1994] 13 頁。 
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第1表　日本的システムとは何か









































































































































































































の比較という形で示されるが、要約が可能なもののみ、第 1 表に取り込んである。 







                                                   
4 経済企画庁 [1992] 、277 頁。 






































                                                   
5 同上。 




































                                                                                                                                                    
6 144 頁。 
7 島田 [1986] 、「労働需要と企業」（第 3 章）、64～66 頁。 
8 同上 91～96 頁。 
9 八代 [1997] 35 頁。 




とを強調している。1970 年代前半までは、Abegglen [1958] の三種の神器の指摘を受けて、
「日本の雇用慣行は欧米先進国に遅れをとった、改革されるべき対象と考えられる傾向が



























この問題についての三輪・ラムザイヤー [2001] の議論を簡単に要約する。 
数次の日米貿易摩擦のうち1980年代後半からのそれにおいては、アメリカ側が三種類の
系列、企業集団（horizontal keiretsu）、下請関係や部品メーカーとの関係などの垂直系列
（vertical keiretsu）、 流通系列（distribution keiretsu）を取り上げ、これらが日本の市
場を閉鎖的なものにしていると主張した。流通系列の典型とされるのは自動車のディーラ
                                                   
10 賞賛ではないが、Dore [1973] や小池 [1977] は聞き取り調査と統計の観察から日本の



































                                                                                                                                                    
雇用慣行や職場おけるシステムがある意味で「先進的」であるという主張を行った。 
11 この白書の作成には筆者もかかわった。なお、このようなテーマを取り上げたのは白書
では最初であり、Aoki [1984a, b] などからもそれほど遅れていない。後で触れる「比較制
度分析」が始まったのは 1990 年頃だと青木昌彦教授が日本経済新聞の 2007 年 10 月 26 日
（「私の履歴書」第 25 回）で書いておられる。 
































                                                   
12 経済企画庁 [1990] 、399～401 頁。引用した部分は白書の「むすび」の部分で、筆者が
自ら書いた部分である。政府部内からのコメントで多少修正してはいるが、筆者の考え方
は生きている。 
13 経済企画庁 [1990] 、159 頁。 




に時間がかかりすぎることになる。」と述べている（日本経済新聞、2006 年 1 月 4 日）。 
































                                                   
16 以下本項での吉田 [1993] からの引用は、一ヵ所を除いて、21～22 頁。 
17 同上、18 頁。 
18 小塩 [1999] 、158 頁。 






































                                                                                                                                                    
ンバンク制や株式持ち合いも、企業や銀行間で情報を共有し、その偏りを是正する仕組
み」。 
21 青木・奥野（藤原）[1996] 3、4 頁。 





23 青木 [1995] 6～10 頁。 































                                                   








26 経済企画庁 [1990] 196～198 頁。 
27 経済企画庁 [1990] 400 頁。 





































度分析」について青木・奥野（藤原） [1996] 、青木 [1995] などを参照しつつ「進化」に
                                                   
28 鶴 [2006] 、32～33 頁 
































North [1990] 、青木 [1992] 、Aoki [2001] 、Scheling [1960] 、Greif [2006] などを総
合したものが経済学の一つの分野として固まりつつあるように思われる。脇田 [2003] の
                                                   
29 青木・奥野（藤原） [1996] 、2 頁。 
30 脇田 [2003] 57 頁。 
31 Scheling [1960] の「フォーカル・ポイント」や Grief [2006] などの考え方が青木 [2001] 
の中で言及されているからだ、とされる。これらの考え方のわかりやすい解説は鶴 [2006] 
29～45 頁参照。 
32 脇田 [2003] 58 頁。 




































                                                   
33 脇田 [2003] 55 頁。 
34 第 5 節の Moriguchi [2000a] の議論の紹介をみよ。 
35 小塩 [1999] 161～162 頁。 
36 鶴 [2006] 、33 頁も参照。 


































岡崎・奥野（藤原）[1993b] と岡崎 [1993] は、戦前の企業システムはアメリカ型であった
とし、これが戦時下の総動員体制、「新体制運動」のもとでの改革によって統制システム
に作りかえられた、という。それゆえに、戦後の日本的企業システムの多くがこれを源流
                                                   
37 第 7 章ですでにみたように、競争は静学的な効率性をもたらすだけでなく、動学的にも
成長に寄与する。すなわち、競争は生産性の水準に影響を与えるだけではなく、生産性の
上昇率にプラスの影響を与える。 
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としていると主張する。野口 [1995] も比較制度分析は用いていないが「1940 年体制」が
日本的システムの原点である、という主張を行った。これにならって、戦争直前から戦時
期にかけて作られ、1940 年代末まで続いた体制を 1940 年体制と以下では呼ぼう。 
彼らのいうように確かに、日本的システムが戦時下の体制によって影響を受けた、とい























岡崎 [1993] は比較制度分析を用いて議論を進めているが、青木・奥野（藤原）[1996] の
指摘したシステムの「進化」には触れていない。日本のシステムが 1940 年体制によって変
                                                   
38 岡崎・奥野（藤原） [1993] 、2 頁。 
39 同上、31 頁。 














































                                                   
41 鶴 [2006] 、183 頁。 





































                                                                                                                                                    
42 宮島 [2002] 、12 頁。 
43 同上 
44 宮島 [2002] 、9～35 頁、特に 10 頁の表１－１を参照した。 




































                                                   
45 宮島 [2002] 、48 頁。 
46 宮島 [2002] 、11 頁。 
47 ドーア [2001] 、64 頁。 
48 ドーア [2006] 、59～62 頁。 






































                                                   
49 カッツ [1999] 、285 頁。 





































                                                   
51 1980年代後半には40％台の半ばであったが、2000年を過ぎると60％を超えるようにな
った。最近においては資源や食料の価格の上昇が響いて、この比率は低下しているが、そ
れでも 2007 年には 56％となっている。（以下のＵＲＬの財務省貿易統計による。 
http://www.customs.go.jp/toukei/suii/html/time.htm） 
52 終身雇用制についての定義（概念）と量的把握（計測）についての重要な研究として、
Ono  [2007] がある。しかし、ここでは厳密な議論は行わず、平均の勤続年数という簡便
な指標での議論に絞る。 






























































































まず 40～44 歳層（大学を 22.5 歳平均で卒業とすると全員が長期雇用ならば平均勤続年
数は 19.5 年）では 1990 年代初頭まであまり動きがなく、そこから、勤続年数が下がり始
めたが、1990 年代末には再びもとの水準に向かって上昇してきている。また 45～49 歳層
















































































































































賃金カーブの頂点付近の 50 歳前後の賃金の 20～24 歳の賃金に対する比率は、年齢別賃









































































宮島 [2002] は、日本的経営システムが 1990年代の長期停滞の一因となっているという
                                                   






54 Milhaupt [2003] 参照。 
































                                                   
55 宮島 [2002]  29～30 頁。 













































高度成長期から 2 度の石油ショックや 1970 年代、80 年代の円高の時期において、日本
的システムは日本経済の成長や安定に寄与してきた。日本的システムが環境に適応すると
ともに、日本的システムの中に環境の変化への適応を容易にした面があったともいえる。 




































                                                   
57 原題は Japan: The System That Soured であるので、ニュアンスとしては「腐った」と
いう翻訳は強すぎる。 
58 シェアード [1997]  29 頁。 
59 同上、43～63 頁。 
GRIPS Policy Research Center                             Discussion Paper: 10-01 
 32 





しかし、実は定義についてはシェアード [1997] と鶴 [2006] をとっても、ほとんど違
いがない。問題は定義の次に来る問題である。シェアード [1997] は定義に続いて「誰がコ
ーポレート・ガバナンスを行うのか」、「誰の利益のためか」の問題をとりあげている。 
これに対して、Tsuru [2001]  は「誰の利益を守るのか」ではなく、「どのように経営者
を規律付けるか、コントロールするか」に集中しよう、という。 
この問に対する Holmstrom and Tirole [1989] の答は、内部的規律と外部的規律があり、
後者については、さらに①資本市場による規律（企業買収）、②労働市場による規律、③
製品市場からの規律の三つに分かれるという。 











                                                   
60 鶴 [2006] 、165～166 頁。113～114 頁も参照。 
61 以下は同上、114～120 頁によった。 














たものといえる。」同書 116 頁。 
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68 林原 [2006] の 145～146 頁の岩井 [2003] についての解説を参考にした。 





































                                                   
69 三輪・ラムザイヤー [2001] 、402 頁。 
70 同、403 頁。 
71 以下は林原 [2006] の 24～43 頁に全面的に準拠して書いている。同書は非常にわかり



































                                                                                                                                                    
やすく、そもそも論から最近の理論の展開までを紹介しているので、むしろ同書を直接参
照されることをお勧めする。なお一部は Flath [2005] を参考にした。 
72 Flath [2005] p.289 及び林原 [2006] 24～31 頁を参照した。モジリアーニ・ミラー理論
の原典は Modigliani and Miller [1958] である。 
73 林原 [2006]  123～138 頁。 






















される。最も包括的であり、メインバンク研究の嚆矢ともいえる Aoki and Patrick [1994] 











                                                   
74 同上。なお、ここで林原 [2006] が批判の対象としているのは、本間 [2003] 、野口 
[2004] 、氏家 [2004] である。 
75 林原説では日本では個人がリスク忌避的であるだけでシステムが特殊ということはない、
ということになる。Flath は日本の貯蓄率が高いのは誰かが engineer したからではなく、
家計の自発的な行動が高い貯蓄率をもたらしたにすぎないと、Introduction でいっている
が、そのロジックはここでもあてはまる。 
76 シェアード [1997] 、118 頁。このパラグラフのこの後の引用も同じ。 
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「密接な関係」とすれば、第 2 の密接な関係は役員派遣であり、第 3 のそれは決済業務な
どの金融サービスの一手の引き受けである。 
































                                                   
77 林原 [2006] 、118 頁。同じ頁の付注には「筆者はかつて銀行からメーカーに取締役と
して転職したが、もっとも注意したことの一つが企業情報が不当に銀行に漏出して、企業
の利益を損なうことであった」という一文がある。現場からの指摘は常に重い。 



































                                                   
78 三輪・ラムザイヤー [2001] 、262～264 頁。 
79 同上、350 頁。同書は「メインバンクが存在しないとはいっていない」と繰り返しいっ
ていることには注意が必要である。 
80 同上、14 頁。 
81 堀内 [2002]  129 頁。 
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べ利益の変動が小さい」ことを見出している82。 

















れば、Hoshi, Kashyap, and Scharfstein [1991] は「メインバンク関係が取引先企業の投資
活動を促進する働きをしたとすることを示す多くの実証分析を誘発したという意味で重要
な萌芽的研究」であるが、それがメインバンク関係による経営効率の改善をもたらすとい
う確定的な結果を示したわけではない。それどころか、Weinstein and Yafeh [1998] によ
る、「メインバンク関係に強く依存する企業の収益性や成長性は他の企業よりも優位に低









                                                   
82 三輪・ラムザイヤー [2001] の Nakatani [1984] についての紹介と批判は、同書の 149
～150 頁参照。 
83 このパラグラフの後半のカッコ内の引用は同上、344 頁。前半は堀内 [2002] の 121 頁
を参照した。 
84 同上、142～152 頁に系列の区分の詳しい議論がある。 
85 以上二つの引用文は堀内 [2002] の 121 頁と 128 頁による。 

















長期取引関係を relationship-based system、英米型の金融仲介メカニズムを arm’s length 
system と呼んでいる86。 


















                                                   
86 ‘arm’s- length system’ という呼び方は Rajan and Zingales [2001] に倣ったと堀内 
[2002] にある。 

































                                                   
87 鶴 [2006] 61～76 頁。 
88 同上、72 頁。 
89 鶴 [2006]  63 頁。堀内 [2002]  108 頁。このような指摘は、Horiuchi, Packer, and 
Fukuda [1988] が最初であった。 
90 三輪・ラムザイヤー [2001]  386 頁。この点は前述した宮島 [2002] の見方と共通する。
ただし、堀内 [2002] の見方に従えば、バブルの頃からメインバンクのモニタリング機能
が低下したのではなく、もともとそうした機能はなかった、とういことになる。 
91 堀内 [2002]  116 頁。 




































第 3 は「慣行の違いは収束しない」という比較制度分析の立場。 
これらは、しかし、根本的な違いであろうか。第 2 の見方は、西欧が普遍ではない、と
                                                   
92 荒井 [1999]  140 頁。 






































                                                                                                                                                    
93 以下は脇田 [2003] 50～51 頁を引用、参照した。 






































                                                                                                                                                    
94 速水 [2000] 第 9 章、283～319 頁。 
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けでなく 1930 年代の大不況以降における両者の乖離もゲーム理論的に説明している。 
人的資本が企業固有（firm-specific）である場合、企業は労働者の技能＝人的資本に投資
するインセンティブを持つことを指摘したのは Becker [1962] の specific human capital 
theory であった。中馬も Chuma [1987] において、この理論の拡充を図っているが、それ
とは異なり、Moriguchi [2000a, b] は overlapping generation model95とゲームの理論を
組合せた議論を展開している。企業の福利厚生重視は雇い主と労働者の間の繰り返しゲー

























                                                   
95 Kanemoto and MacLeod [1989] の overlapping model による結果を用いている。 
GRIPS Policy Research Center                             Discussion Paper: 10-01 
 47 
常に変なもの、異常なもの、アブノーマルなものということではない。ノーマルである、
従って、普通であるといってよい、ということである。Flath [2005]  の裏表紙に次のよ
うな言葉がある。 
[t]he Japanese economy is one of the most misunderstood phenomena in the modern 
world. Conventionally, Japan is presented as the exception to mainstream economic 
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